
様式１ 別添３

内閣官房

平成２８年度 平成２９年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ

いずれの施策にも関連しないもの　※内閣官房等は行政機関が行う政策の評価に関する法律に基づく政策評価の対象外である。

0001 内閣人事局経費 平成２６年 － 43 43 25 点検対象外 現状通り

平成27年度より競争性のない随契としたもの
も含め、引き続き研修の実施時期や規模等、
総合的な観点から検証を行い、予算の効率的
執行に留意すること。
また、単位当たりコストが1.9倍以上にも伸び
ており、研修内容及び実施方法等に留意し、
効果の検証を的確に行うこと。

35 35 0 - 現状通り

研修の実施時期、方法、規模等の総合的
な観点から検証を行うとともに、一般競
争入札、企画競争、公募を行うなど競争
性を確保することにより、効率的な執行
に努める。

内閣人事局 一般会計
（項）内閣官房共通費
（大事項）内閣官房一般
行政に必要な経費

0018 平成２７年対象

0002
高度情報通信ネットワーク社会推進経
費

平成１２年 － 46 46 40 点検対象外 現状通り

成果実績の過去3か年における、達成度には大
きなバラつきがあるなど、本部等開催回数で
成果指標を設定することが適切であるか等、
検証すること。
また、予算の執行に関しては、引き続き競争
性の確保等により、効率的な執行に留意する
こと。

51 90 39 - 現状通り
行政事業レビュー推進チームの所見を踏
まえ、引き続き予算の効率的執行に努め
る。

「新しい日本のた
めの優先課題推進
枠」36百万円

ＩＴ総合戦略室 〃 〃 0001 平成２５年対象

0003 総合海洋政策経費 平成２０年 － 42 42 25 点検対象外 現状通り

予算の増額とともに単位当たりコストも増加
しているところであり、内閣府への事務移管
後についても、調査の内容及び実施方法等に
留意しつつ、予算執行に際しては、引き続き
競争性を確保し、効率的な執行に努めるこ

42 - ▲42 - 現状通り

行政事業レビュー推進チームの所見を踏
まえ、引き続き、調査内容や実施方法の
精査、競争性の確保等により、効率的な
予算の執行に努める。

内閣官房・内閣府見直
し法案に基づき当該事
務処理を内閣府へ移管
することによる減

総合海洋政策本
部事務局

〃 〃 0004 平成２５年対象

0004 新型インフルエンザ等対策経費 平成２５年 － 10 10 8 点検対象外 現状通り

前年の反映状況において、「対応能力の向上
のみならず、国民への普及・啓発も目的であ
る」としていることから、この点について、
何らか活動指標・活動実績に示すことを検討
すること。
委託事業については、総合評価落札方式を採
用し、競争性を高めていることから、引き続
き予算の効率的な執行に留意すること。

9 11 2 - 現状通り

普及・啓発の浸透を指標化するのは困難
だが、それぞれ都道府県における訓練状
況がどのくらい報道されたかを集計する
ことを検討する。
また、予算については、引き続き適正か
つ透明性のある執行に努める。

新型インフルエ
ンザ等対策室

〃 〃 0016 平成２６年対象

0005 拉致問題対策経費 平成１８年 － 142 142 96

 「国内外の公衆への啓発」、「理解度促
進」が事業の目的であれば、啓発・理解の
進捗度合いがアウトカムに掲げられる必要
がある。内外のイベント、外国人の招へい
数など、「実施」＝「効果」という誤解が
あるように思う。特に、外国人の招へい
は、招へいされた本人の理解もさることな
がら、帰国後にどんな活動を展開している
のかフォローがなければ、効果を云々でき
ない。時の経過とともに施策全体の見直し
が必要だ。

事業内容の一部
改善

成果目標及び成果実績（アウトカム）に関
し、外部有識者の所見を踏まえ、外国人の招
へい事業の形態及び効果検証を的確に行う仕
組みを検討すること。
また、事業の必要性は高いと考えるが、前年
度に比べて予算も増額となっているところ、
過去3か年において、活動指標に対する活動実
績（アウトプット）が当初見込みを下回って
いることから、必要経費を精査した上で、事
業の進め方についても検討を行う必要があ
る。

194 228 34 - 執行等改善

外部有識者及び行政事業レビュー推進
チームの所見を踏まえ、外国人の招へい
事業の形態及び効果検証を的確に行う仕
組みを検討しつつ、執行実績に見合う予
算計上について見直しを行った。

新しい日本のため
の優先課題推進枠
64百万円

拉致問題対策本
部事務局

〃 〃 0003 その他

0006 国土強靭化政策推進経費 平成２６年 － 142 142 119 

 入札の際、事業者に依頼する業務内容が、
実質的に、相当程度、重複しているように
思われる。事業内容を再整理し、入札事業
者数を減らして入札を実施し、入札による
競争機能を実行化させる余地があろう。

現状通り

外部有識者の所見を踏まえ、これまでの業務
内容の統合や合理化等を含めて検証し、入札
による競争機能の実効性の向上を検討を行う
こと。
また、引き続き、事業の適切な進捗管理を行
い適正な事業執行に努めるとともに、予算の
執行率を踏まえた、実態に即した適正な予算
となるように努めること。

140 168 28 - 現状通り

平成27年度に実施した業務はいずれも重
複せず、国土強靱化施策の推進に向けた
課題等を検討するためのものであるが、
引き続き事業の適切な進捗管理、契約に
おける競争性の確保などにより、予算の
効率的執行に努めて参りたい。

新しい日本のため
の優先課題推進枠
49百万円

国土強靭化推進
室

〃 〃
新26－
0001

その他

0007 領土・主権内外発信推進経費 平成２６年 － 38 38 32 

・例えば外務省では、「海外広報の実施」とし
て、「領土保全に関する効果的な対外発信」に
取り組んでいる。このほか、防衛省、国土交通
省海上保安庁などでも関連する広報活動が行わ
れている。内閣官房側の「領土・主権内外発信
推進」と、これら他の政府施策との関係である
が、整合的・一体的に実施されているのだろう
か。論点は、総合調整機能をもつ内閣官房側で
整理が示される必要があるのではないかという
点である。レビューシートでは関連事業につい
て言及されていないが、上記の他の府省の取り
組みは関連事業とはいえないのだろうか。政策
目標に掲げられた「戦略的外交の推進」の観点
からいうならば、最低限、外務省の取り組みへ
の言及は必要ではないか。
・施策の必要性の箇所では、国民や社会のニー
ズはどうか、地方自治体や民間にゆだねてはど
うか、政策目的の達成手段として適切かつ必要
かという３つの問いが立てられている。その趣
旨は、当該行政機関が必ず行わなければならな
いか、他の代替的実施手段がないかを尋ねるも
のである。これに対し、「国として、領土・主
権をめぐる内外発信を強化し、内外において我
が国の正当な立場を強化する必要」が繰り返さ
れているが、質問の趣旨からいえば、当該事業
内容を踏まえた領土・主権に関する内外への広
報については、外務省や防衛省等において、こ
れを担うことはできないか、あるいは沖縄県に
おいてこれを担っていただくことはできないか
などの問いとして理解すべきものではないだろ
うか。すなわち、この点の説明を「必要性」の
観点では説明すべきではないか。

現状通り

外部有識者の所見を踏まえ、総合調整機能を
有する内閣官房として、他省庁が行っている
事業との関連性等を検証し、他の代替手段に
ついても検討を行うこと。
また、前年に比べ、単位当たりコストが増加
しているところであるため、調査方法や調達
方法の見直し、事業の適切な進捗管理等、予
算の効率的執行に留意すること。

37 37 - - 現状通り

外部有識者及び行政事業レビュー推進
チームの所見を踏まえ、引き続き、事業
の適切な進捗管理、契約における競争性
の確保などにより、予算の効率的執行に
努めていく。

新しい日本のため
の優先課題推進枠
60百万円

領土・主権対策
企画調整室

〃 〃
新26－
0002

その他

0008 健康・医療戦略経費 平成２４年 － 22 22 21 点検対象外 現状通り

年々、単位当たりコストが増加している中、
平成28年度においても対前年増額の予算が確
保されていることから、引き続き、調査の効
果的・効率的な実施方法を検証していくとと
もに、活動指標を「委託調査の数」以外に調
査結果等、事業の大宗を占める委託調査で得
られた成果を活動実績に対して単位当たりコ
ストを評価する等の検討を行うこと。

32 101 69 - 現状通り

所見を踏まえ、今後とも引き続き効果
的・効率的な予算の執行に努めていく。
活動指標については、委託調査期間内の
活動実績を適切にとらえることが可能な
指標等、より合理的かつ適切な指標があ
れば見直すこととする。

新しい日本のため
の優先課題推進枠
75百万円

健康・医療戦略
室

〃 〃 0006 平成２５年対象 ○

0009 地域活性化推進経費 平成１３年 － 62 72 67  点検対象外 現状通り
引き続き、事業の進捗状況の把握に努め、実
態に即した適正な予算となるよう留意すべ
き。

183 305 122 - 現状通り
事業の進捗状況等を踏まえ、実態に即し
て積算した。

内閣官房副長官
補（地域活性化
担当）

〃 〃 0002 平成２６年対象 ○

0010 緊急事態に備えた調査・研究等経費 平成１７年 － 65 65 38 点検対象外 現状通り

予算が横ばいであるところ、執行率も低く、
その不用率の検証を行うとともに、適正な予
算規模についても検討を行う必要があるが、
予算執行に際しては、引き続き競争性を確保
し、効率的な執行に努めること。

64 64 - - 現状通り
行政事業レビュー推進チームの所見を踏
まえ、予算執行に際しては、引き続き競
争性を確保し、効率的な執行に努める。

内閣官房副長官
補（事態対処・
危機管理担当）

〃 〃 0007 平成２７年対象

0011 緊急事態対処に必要な経費 平成２２年 － 0 0 0 点検対象外 現状通り

予算規模は比較的小さいものの、事業の妥当
性を計る代替目標は満足している反面、不用
率が高いため、適正な予算要求となっている
かの検証を行う必要がある。

0 0 ▲0 - 現状通り

引き続き事業の妥当性を維持するため代
替目標を達成しつつ、年度毎の執行状況
を検証し、適正な予算要求の検討を行っ
た。

内閣官房副長官
補（事態対処・
危機管理担当）

〃 〃 0009 平成２７年対象

0012 内閣広報経費 平成１６年 － 91 91 85  点検対象外 現状通り

引き続き、事業の適切な進捗管理、契約にお
ける競争性の確保などにより、予算の効率的
執行にすること。
なお、アウトカムの達成度が100%を大きく上
回っており、事業の目的を達成するうえで、
成果目標及び成果指標が適切なものである
か、検証を行う必要がある。

98 98 0 - 執行等改善

行政事業レビュー推進チームの所見を踏
まえ、契約における競争性の確保を引き
続き行い、効率的な執行に努める。
成果目標及び成果指標についてはコメン
トを踏まえ次年度シート作成の際に検討
する。

内閣広報室 〃 〃 0012

0013 サイバーセキュリティ戦略本部等経費 平成１４年 － 108 108 92  点検対象外 現状通り

3年以前に比べ、予算がおおよそ倍増している
状況であるため、引き続き、単位当たりコス
ト等により業務内容の精査を行いつつ、事業
の適切な進捗管理、契約における競争性の確
保などにより、予算の効率的執行に留意する
こと。

108 185 77 - 現状通り
引き続き事業の内容を精査し、適正な事
業区分や予算の効率的執行となるよう努
める。

内閣サイバーセ
キュリティセン
ター

〃 〃
0008,
0010

0014 政府CIO制度の推進経費 平成２５年 － 159 159 113 点検対象外 現状通り

引き続き、事業の適切な進捗管理、契約にお
ける競争性の確保などにより、予算の効率的
執行に留意すると同時に、不用率が一定程度
あるため、事業の執行に対し、適正な予算
セットとなっているかの検証を行うこと。

347 400 53 - 現状通り
行政事業レビュー推進チームの所見を踏
まえ、引き続き予算の効率的執行に努め
る。

新しい日本のため
の優先課題推進枠
100百万円

ＩＴ総合戦略室 〃
（項）内閣官房共通費
（大事項）情報の収集及び分
析その他の調査に必要な経費

0015 平成２６年対象

行政事業レビュー推進チームの所見

基金
所見の概要 反映内容

（単位：百万円）

執行額
会計区分 項・事項

平成２７
年度レ
ビュー
シート番

号

外部有識者点検対象
（公開プロセス含む）
※対象となる場合、理
由を記載

外部有識者の所見

平成２８年度行政事業レビュー事業単位整理表兼点検結果の平成２９年度予算概算要求への反映状況調表

事業
番号

事　　業　　名
平成２７年度
補正後予算額

平成２７年度

反映額

事業開始
年度

事業終了
(予定)年度

担当部局庁
評価結果

委託
調査

補助
金等執行

可能額

差引き
備　考

反映状況
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平成２８年度 平成２９年度

当初予算額 要求額
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行政事業レビュー推進チームの所見

基金
所見の概要 反映内容

（単位：百万円）

執行額
会計区分 項・事項

平成２７
年度レ
ビュー
シート番

号

外部有識者点検対象
（公開プロセス含む）
※対象となる場合、理
由を記載

外部有識者の所見
事業
番号

事　　業　　名
平成２７年度
補正後予算額

平成２７年度

反映額

事業開始
年度

事業終了
(予定)年度

担当部局庁
評価結果

委託
調査

補助
金等執行

可能額

差引き
備　考

反映状況

0015
社会保障・税番号情報通信システム開
発経費

平成２４年 － 6,200 12,634 7,508 点検対象外 現状通り
システムの整備・運用開始に向け、関係省庁
と連携し、事業内容の精査及び進捗管理を行
いつつ、予算の効率的執行に留意すること。

9,539 148 ▲9,391 - 現状通り

平成29年7月の本格運用開始に向けて、引
き続き、関係省庁と連携し、事業内容の
精査及び進捗管理を行いつつ、予算の効
率的執行に努める。

社会保障改革担
当室（番号室）

〃 〃 0013 平成２５年対象

0016
内閣サイバーセキュリティセンター情
報システム等経費

平成１８年 － 870 1,254 953
 会合費会議開催などの細かな支出とともに
調査、システム設計などが混在している。
両者は分けて考えるべきではないか。

現状通り

サイバーセキュリティ基本法の改正による事
業拡大も見込まれているが、これまでの執行
率なども考慮しつつ、適正な概算要求とし、
契約における競争性の確保などにより、予算
の効率的執行に留意すること。

778 1,435 657 - 現状通り

本レビューシートにおいて同一の事業と
して位置付けている複数の事業について
は、引き続き、各事業ごとに、それぞれ
の必要性、効率性、有効性を踏まえた予
算執行に努めるとともに、外部有識者の
所見を踏まえ、より適正な事業区分とな
るよう検討に努める

新しい日本のため
の優先課題推進枠
944.8百万円

内閣サイバーセ
キュリティセン
ター

〃 〃 0012 その他

0017 情報収集衛星の研究・開発 平成１０年 － 55,848 57,270 55,244

 事業の「特殊性及び安全保障上の観点か
ら」随契とせざるを得ないとのことだが、
随契の先で多数の民間会社等に「再委託」
されている事実は、「随契とせざるを得な
い」ということの根拠に疑問を投げかける
ものではないか。再委託部分は、一般的な
「守秘義務」を課すことで、最初から分割
発注（一般競争入札）が可能なのではない
か。

現状通り

引き続き、事業の適切な進捗管理、契約にお
ける競争性の確保などにより、予算の効率的
執行に留意すること。
特に契約における競争性の確保については、
外部有識者の所見を踏まえ、まずは再委託部
分の分割発注の可否について、検討を行うこ
と。

47,636 49,643 2,007 - 現状通り

極めて高度な総合システムである情報収
集衛星の開発は、研究開発要素が多く、
事業者選定の段階で詳細な仕様が確定し
ておらず、開発過程の全体を通じて、適
切に事業を管理するという特殊性を有す
る。こうしたことから、技術的知見を有
するとともに衛星開発の実績がある宇宙
航空研究開発機構及び情報通信研究機構
を活用して開発に当たる事業者を選定す
ることにより、これまでも効率的かつ効
果的に推進してきたところ。外部有識者
及び行政事業レビュー推進チームの所見
を踏まえ、事業のより適切な管理等に考
慮しつつ、競争性の確保に留意して予算
の効率的執行に努めるとともに、個々の
契約に当たり、必要に応じて分割発注の
可否について検討を行うこととしたい。

「新しい日本のた
めの優先課題推進
枠」
9,105百万円

内閣衛星情報セ
ンター

〃
（項）情報収集衛星業務費
（大事項）情報収集衛星シス
テム開発等に必要な経費

0014 その他 　

0018 水循環推進経費 平成２７年 － 40 40 37 点検対象外 現状通り
引き続き、事業の適切な進捗管理、契約にお
ける競争性の確保などにより、予算の効率的
執行に留意すること。

40 291 251 - 現状通り
ご指摘を踏まえて、事業を適切に進捗管
理しつつ、効果的な予算の執行を図る。

新しい日本のための優
先課題推進枠
255百万円

水循環政策本部事
務局

一般会計
（項）内閣官房共通費
（大事項）内閣官房一般行政
に必要な経費

－

63,928 72,178 64,503 59,334 53,240 ▲6,094 

50,096 50,095 - 42,314 56,435 14,121 

44 44 15 46 46 - 

114,024 122,273 64,503 101,648 109,675 8,027 

44 44 15 46 46 - 

注１．　該当がない場合は「－」を記載し、負の数値を記載する場合は「▲」を使用する。

注２．「執行可能額」とは、補正後予算額から繰越額、移流用額、予備費等を加除した計数である。

注３．「反映内容」欄の「廃止」、「縮減」、「執行等改善」、「予定通り終了」、「現状通り」の考え方については、次のとおりである。

 　　　　「廃止」：行政事業レビューの点検の結果、事業を廃止し平成２９年度予算概算要求において予算要求していないもの。（行政事業レビュー点検以前に平成２７年度末までに廃止されたもの、平成２８年度末に終了予定であったものは含まない。）

　　　　「縮減」：行政事業レビューの点検の結果、見直しが行われ平成２９年度予算概算要求において何らかの削減を行うもの。　

 　　　　「執行等改善」：行政事業レビューの点検の結果、平成２９年度予算概算要求の金額に反映は行わないものの、明確な廃止年限の設定や執行等の改善を行うもの（概算要求時点で「改善事項を実施済み」又は「具体的な改善事項を意思決定済み」となるものに限る。「今後検討」や「～に向けて努める」などのようなものについては含まない。）　

　　　　「予定通り終了」：行政事業レビューの点検以前に平成２７年度末までに終了したものや、平成２８年度末で終了を予定していたもので、予定通り事業を終了し平成２９年度予算概算要求において予算要求しないもの。

　　　　「現状通り」：行政事業レビューの点検の結果、平成２９年度予算概算要求の金額に反映すべき点及び執行等で改善すべき点がなかったもの。（廃止、縮減、執行等改善及び予定通り終了以外のもの。）

注４．予備費を使用した場合は「備考」欄にその旨を記載するとともに、金額を記載すること。

　　　　「前年度新規」：前年度に新規に開始したもの。

　　　　「最終実施年度」：当該年度が事業の最終実施年度又は最終目標年度に当たるもの。

　　　　「行革推進会議」：前年のレビューの取組の中で行政改革推進会議による意見の対象となったもの。

　　　  「継続の是非」：翌年度予算の概算要求に向けて事業の継続の是非等を判断する必要があるもの。

　　　　「その他」：上記の基準には該当しないが、行政事業レビュー推進チームが選定したもの。

注５．「外部有識者点検対象」欄については、平成２８年度行政事業レビューの取組において外部有識者の点検を受ける場合は下記の基準に基づき、「前年度新規」、「最終実施年度」、「行革推進会議」、「継続の是非」、「その他」のいずれかの選択理由を記載（行政事業レビュー実施要領第２部２（３）を参照）し、平成２５年度、平成２６年度又は平成２７年度の行政事業レビューの取組において外部有識者の点検を受けたも
のは、それぞれ「平成２５年度対象」、「平成２６年度対象」、「平成２７年度」と記載する。なお、平成２８年度に外部有識者の点検を受ける事業について、平成２５年度、平成２６年度又は平成２７年度にも点検を受けている場合には、選択理由のみを記載する（「前年度新規」、「最終実施年度」、「行革推進会議」、「継続の是非」、「その他」のいずれかを記載）。

東日本大震災復興特別会計

合　　　　　計

一般会計

行政事業レビュー対象外　計

一般会計

一般会計

行政事業レビュー対象　計
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